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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

 
１．目的 

 
消費者トラブルの早期発見・早期解決のためには、消費者安全確保地域協議会（以下「地域協議会」とい

う。）における見守り活動の担い手である全ての構成員の方、つまり配慮を要する高齢者等の消費者と直接の
接点となっている見守り現場の最前線の関係者にまで消費者トラブルに関する最新の情報が行き届き、活用され
ていることが望ましいといえる。しかし、見守り現場において、どのような情報が共有されているか、また、構成員内
部において、組織的にどこまで、どのように共有されているか等も不明であったことから、徳島県内市町村における
地域協議会内の情報共有手段、共有範囲、共有内容等について調査し、効果的な情報共有の在り方につい
て検討した。 

 
２．現状把握 
 
徳島県内の全市町村の地域協議会の事務局、構成員・構成団体及び協力員・協力団体を対象に、地域協
議会における情報共有の現状を把握するためアンケート調査を実施した。なお、本報告書中の「構成員・構成団
体」とは、事務局を除く構成員・構成団体とする。 

 
２-１．徳島県内地方公共団体の地域協議会等を対象とする事前アンケート 
現状把握を行うために、徳島県内市町村の地域協議会において、情報共有手段、共有範囲、共有内容に

ついてのアンケートを実施した。 
 

（１）アンケート概要 
   実施期間︓2021年 6月～7月 
   事前アンケート内容︓情報共有の有無・手段、共有範囲・内容 

対象 有効回答数（人） 

地域協議会事務局 24 

地域協議会構成員・構成団体 229 

消費生活協力員・協力団体 61 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

（２）地域協議会事務局向け事前アンケートの結果（※全て無回答を除いて集計） 
 
設問１ 
 

 
 

 
 
 
 

図１ 見守りに必要な周知・啓発等の情報共有の実施について（構成員・構成団体） 
 
 
設問２ 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 見守りに必要な周知・啓発等の情報共有について（協力員・協力団体） 
 

 
 
 
 

事務局から構成員・構成団体に対して、見守りに必要な周知・啓発等の情報共有を行っていますか︖ 

【「その他」として回答があったもののうち主な回答】 
・ 各機関から情報提供があったときに共有している 
・ 臨時的に必要であれば情報共有している 
・ 共有するべき事案があったときに共有している 

事務局から協力員・協力団体に対して、見守りに必要な周知・啓発等の情報共有を行っていますか︖ 

構成員・構成団体 
への共有 （N=22人） 

 
協力員・協力団体 
への共有 （N=17人） 

 

【結果】 
地域協議会事務局から構成員・構成団体に対し、総会以外でも情報共有を行っていると回答したの

は 15 の地域協議会事務局であり、半数以上の地域協議会事務局が、総会以外でも情報共有を行っ
ていることが分かった。また、協力員・協力団体に対しても、８の地域協議会事務局が情報共有を行って
いると回答しており、半数程度の地域協議会事務局で協力員・協力団体向けの情報共有を行っていた。 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

設問３ 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 情報共有の内容について（構成員・構成団体／協力員・協力団体） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 地域協議会事務局から、構成員・構成団体及び協力員・協力団体に対してどのような情報を共有してい
ますか︖（複数選択可） 

 

 
 
 
 
  

 
 
 

【「その他」として回答があったもののうち主な回答】 
・ 3か月に 1回の頻度で消費生活センター通信を発行しており、それを配布している 
・ 消費者から相談があったときに、必要に応じて関わりのある構成機関に共有している 
・ 広報及び市ＨＰに掲載される消費生活センターからの注意喚起情報を共有している 
・ 地域で最近発生した福祉関係でのトラブルの内容や情報を共有している 
（虐待、認知症、近所のトラブル等） 
・ カレンダー、消費生活センターで作成するチラシ等を共有している 

N=22人 

【結果】 
地域協議会事務局が、構成員・構成団体、協力員・協力団体に共有している情報の内容につい

ては、ほとんどが地域で発生したトラブルの内容や、国や県から共有された注意喚起情報であった。 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

設問４ 
 
 
 
 

  
 
 
     
    

 
図４ 情報共有を行う際の手段について（構成員・構成団体／協力員・協力団体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 構成員・構成団体及び協力員・協力団体に対して、情報共有を行う際の手段について教えてください。 
       
 
       
 

 
 

【「その他」として回答があったもののうち主な回答】 
・ 手渡しで共有している 
・ 電話や口頭で共有している 
・ LINE で共有している 

【結果】 
総会以外での情報共有の方法としては、地域協議会事務局から構成員・構成団体に対しては、郵

送や手渡し等の方法が全体の７割程度となっており、メールを利用した情報共有は３割程度となって
いた。協力員・協力団体に対しても同様に、メール以外での情報共有が４割程度であった。 
多くの地域協議会事務局は、構成員・構成団体や協力員・協力団体の多くが郵送でしか情報を受

け取れないとの認識・前提のもと、郵送で情報発信していると考えられる。 

3人 1人 4人
協力員・
協力団体

メール 郵送 その他

89人 69人 9人 109人
構成員・
構成団体

郵送 メール FAX その他

（N=276人） 

（N=８人） 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

設問５ 
 

 

 
図５ 定期的な情報共有を行う際の情報等について（構成員・構成団体／協力員・協力団体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
設問６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図６ 定期的に情報共有を行う際の頻度について（構成員・構成団体） 
 

1人
5人

6人
7人

13人
14人

16人
19人
19人

その他
消費生活センター等で行う研修等の情報
消費生活センター等の月ごとの相談件数等
新聞記事等の消費者被害に関する情報

県からの情報共有メール「とくしま消費者交流ひろば」
県からの情報共有メール「見守り新鮮情報」
国から発表された消費者被害に関する情報
地域で最近発生した消費者トラブルの内容

警察からの特殊詐欺等の情報

 今後、構成員・構成団体及び協力員・協力団体に対して、定期的に情報共有を行うとしたら、どのような情
報を共有したいと思いますか︖（複数選択可） 

 

【「その他」として回答があったもののうち主な回答】 
現体制に加え、LINE等を活用しながら緊急時の情報発信を行う（地域内で悪質な訪問販売業者の 

訪問や特殊詐欺事案の発生により、消費者被害が拡大する恐れがある場合） 

０人
０人

１人
２人

４人
８人

その他
情報共有は行わない/できない

週１～２回
半年に１回
月１～２回

２～３か月に1回

（N=23人） 

【結果】 
定期的な情報提供の内容としては、ほとんどの地域協議会の事務局が構成員・構成団体及び協力員・

協力団体に対し、「警察からの特殊詐欺等の情報」、「地域で発生した消費者トラブルの内容」等を定期
的に情報共有したいと考えていることが分かった。 

 今後、構成員・構成団体に対して、定期的に情報共有を行うとしたら、その頻度はどれくらいが適切だと思
いますか︖（複数選択可） 

（N=15人） 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

設問７ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図７ 定期的に情報共有を行う際の頻度について（協力員・協力団体） 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【「情報共有は行わない／できない」、「その他」として回答があったもののうち主な回答】 
現在、協力員・協力団体への委嘱を準備中のため情報共有は行っていない。 

 
【結果】 
構成員・構成団体及び協力員・協力団体に対する定期的な情報共有の頻度については、約半数の地

域協議会事務局が、「2～3か月に 1回」が適切であると回答しており、「月 1～2回」と回答した人も合わ
せると、約 8割が 2～3 か月に 1回以上は情報共有を行うことが適切だと考えていることが分かった。 

１人

０人

１人

３人

４人

７人

その他

週１～２回

半年に１回

情報共有は行わない/できない

月１～２回

２～３か月に1回

（N=16人） 

 今後、協力員・協力団体に対して、定期的に情報共有を行うとしたら、その頻度はどれくらいが適切だと思
いますか︖（複数選択可）  
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

（３）地域協議会構成員・構成団体及び消費生活協力員・協力団体向け事前アンケートの結果 
（※全て無回答を除いて集計） 

設問１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図８ 定期的に情報共有を行う際の頻度について 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

構成員・ 
構成団体 

協力員・ 
協力団体 

 

【結果】 
地域協議会事務局から、年に 1 回程度開催される総会以外でも、随時情報共有があると回答した構

成員・構成団体は約半数であった。 
また、委嘱元である各市町村又は消費生活センター等から、随時情報が送られてくると回答した協力

員・協力団体は約半数であった。 

（N=228人） 

（N=61人） 

（構成員・構成団体向け） 
地域協議会の事務局から、見守りに必要な周知・啓発の情報共有はありますか︖ 

（協力員・協力団体向け） 
  委嘱元である各市町村又は、消費生活センター等から、見守りに必要な周知・啓発等の情報は送られ 
てきますか︖ 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

設問２ 
 

 
 

図９ 見守りに必要な周知・啓発情報の受取り方法について 
 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
設問３ 
 
 
 

 

 
 

図 10 見守りに必要な周知・啓発情報と組織内での共有状況について 

52人

5人

36人

49人

その他

ＦＡＸ

郵送

メール

7人

1人

8人

18人

その他

ＦＡＸ

メール

郵送

12人
29人

34人
41人

107人

共有していない
一部の責任者のみ共有している
一部の担当者にのみ共有している

全責任者に共有している
全担当者に共有している

0人
1人

3人
11人

17人

共有していない
一部の担当者にのみ共有している
一部の責任者にのみ共有している

全責任者に共有している
全担当者に共有している

それらの情報は、現在どのような方法で受け取っていますか︖（複数選択可） 

 

【「その他」として回答があったもののうち主な回答】 
・ 口頭による周知・共有 
・ ツールを使った共有（電話、防災無線、ケーブルテレビ、LINE） 
・ 手渡しで共有 
 

構成員・構成団体（N=116人） 協力員・協力団体（N=28人） 

地域協議会事務局や消費生活センター等から共有又は送られてきた情報を、組織内に共有していますか︖
（複数選択可） 

構成員・構成団体 
（N=196人） 

協力員・協力団体 
（N=29人） 

【結果】 
 情報を受け取る手段としては、構成員・構成団体の約半数が「その他」を回答した。その具体的な方
法としては、「口頭」や「来庁時に手渡し」などが多かった。地域協議会事務局から「メール」で情報共有
がされていると回答した構成員・構成団体は約半数、協力員・協力団体は約 3割であった。 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
設問４ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 11 見守りに必要な周知・啓発情報と組織内での共有方法について 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

地域協議会事務局や消費生活センター等から共有、又は送られてきた情報について、組織内への共有はどの
ような方法で行っていますか︖（複数選択可）  

 

【「その他」として回答があったもののうち主な回答】 
 ・ 口頭で情報を共有し、必要に応じ対応の方向性を協議する 
 ・ タイミング等が合えば広報誌等に掲載 
 ・ 組織内情報共有システムで周知 
 ・ 業務内容周知の際に話している（朝礼、昼礼、点呼） 
 

構成員・ 
構成団体 

 

協力員・ 
協力団体 

 

 

【結果】 
 構成員・構成団体及び協力員・協力団体共に半数以上が「全担当者に共有している」と回答してお
り、「共有していない」と回答した団体は１割未満であった。 

 
（N=209人） 

 

 
（N=57人） 

 

【結果】 
 地域協議会事務局や消費生活センター等から共有された情報を構成員・構成団体、協力員・協力
団体の組織内で共有する際には、会議やミーティング、回覧板等で活用されていることが多かった。 
メールの活用が少ないが、これはセキュリティ上の懸念があることも１つの要因と考えられる。 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

設問５ 
 

 
 

 

 

図 12 地域協議会事務局や消費生活センター等へ希望する情報共有について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

8人
37人
42人

75人
80人

130人
210人

その他
消費生活センター等の月ごとの相談件数等
消費生活センター等で行う研修等の情報

国から発表された消費者被害に関する情報
新聞記事等の消費者詐欺に関する情報

警察からの特殊詐欺等の情報
地域で最近発生した消費者トラブルの内容

8人
12人
13人
14人

32人
57人

消費生活センター等の月ごとの相談件数等
国から発表された消費者被害に関する情報
消費生活センター等で行う研修等の情報
新聞記事等の消費者詐欺に関する情報

警察からの特殊詐欺等の情報
地域で最近発生した消費者トラブルの内容

地域協議会事務局や消費生活センター等から、どのような情報を共有、又は送って欲しいですか︖ 
（複数選択可） 

構成員・構成団体 
（N=226人） 

協力員・協力団体 
（N=60人） 

 
【結果】 
 見守り活動を行う上で必要としている情報として、多くの構成員・構成団体及び協力員・協力団体が
「地域で発生した消費者トラブルの内容」「警察からの特殊詐欺等の情報」を求めていることが分かった。  
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

設問６ 
 

 
 

 
 

図 13 地域協議会事務局や消費生活センター等へ希望する情報共有について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今後、地域協議会事務局や消費生活センター等から、定期的な情報共有、又は送付がある場合に、 
「メール」で行うことに問題はありますか︖ 
 
   

 

【「メールでの情報共有に問題がある」と回答した理由】 
●構成員・構成団体 
・ メールアドレスがない、メールを使用していない 
・ パソコン等の扱いに慣れていないことが想定され、メールによる共有が困難である 
・ 高齢者は対面で行うほうが早く、確実に情報伝達ができる 

●協力員・協力団体 
・ セキュリティ上、外部からのメールが受信できない 
・ 職場でメールを使用していない 

協力員・ 
協力団体 

構成員・ 
構成団体 

 
（N=59人） 

 
（N=223人） 

【結果】 
 構成員・構成団体及び協力員・協力団体の 8割が「メールでの情報共有で特に問題がない」と回答し
た。問２で構成員・構成団体は約半数、協力員・協力団体は約 3 割であったことと比較すると、情報共
有の手段について、地域協議会事務局と構成員・構成団体及び協力員・協力団体との間で認識に違
いがあることが示唆された。  
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

２-２．事前アンケート調査に付随する追加のヒアリング調査 
事前アンケート結果から、地域協議会事務局からの回答内容と、構成員・構成団体、協力員・協力団体から

の回答内容に大きな差がみられなかった地域協議会については、上手く情報の連携が取れていると判断し、情報
連携の在り方の詳細をヒアリングすることとした。 

 
（１）三好市・東みよし町消費者被害防止協議会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）美馬市消費者安全確保地域協議会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

●メーリングリストを作成し、みよし消費生活センターに寄せられ
た相談内容等の地域で実際に発生したトラブル等の情報を
メールで構成員・構成団体に共有している（図 14）。 

   
●月に１回、消費生活センターの相談員が地域を管轄する三
好警察署に直接赴いて、１カ月間にあった消費者トラブルの
件数、内容等のヒアリングを行っており、そこで聞き取った情報
を構成員・構成団体に共有している。 
 

●構成員・構成団体の連絡先、設置要綱、見守り活動の留
意点等をまとめたファイルを全構成員に配布している。人事異
動等のメールアドレス変更時の報告様式も作成しており、後
任への確実な引継ぎが可能となっている。 

 

●SNS「LINE」を活用し、構成員・構成団体に情報共有をしている。 

 
 
 
  

図 15 美馬市広報誌 2021年 12月号 
内容︓消費者トラブル事例 

  トラブル防止策   
 

図 14  地域協議会事務局から共有される 
       注意喚起情報（例）  

   内容︓架空請求はがきの特徴 

LINE の活用方法は以下のとおり。 
・配信は毎月 2～3回程度 
 
・緊急時は随時配信し、防災無線も併用 

 
・LINE への登録は構成員・構成団体の任意であり、 
構成員・構成団体の組織内の各職員においても登録が可能 
（登録者数︓2021年 11月時点 74名） 

 
・広報誌に記載している内容から、より深く知ってもら 
いたい内容や、注意喚起情報等を周知（図 15） 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

 

２-3．事前アンケート調査及びヒアリング調査の結果のまとめ 
調査の結果、複数の地域協議会において、事務局は随時情報発信しているものの、その構成員等は当該情

報を受け取っているとの認識がなかったことがわかった。また、情報発信の方法・手段について、事務局は構成員
等の多くが郵送でしか情報を受け取れないとの認識・前提のもとで郵送により情報発信をしていたが、構成員等
はメールで受け取ることも可能と考えているといった認識のずれがあることが分かった。 

 他方で、これらの点に認識のずれが見られなかった市町もあり（徳島県三好市・東みよし町の地域協議会
（広域連携）及び徳島県美馬市の地域協議会）、当該市町へのヒアリング調査の結果、三好市・東みよし町
の地域協議会では、地域協議会設置当初からメーリングリストを作成し、消費生活センターに寄せられた地域で
実際にあった消費者トラブルに係る相談内容等の情報をメールで迅速に共有しているなど、情報共有の方法につ
いて工夫をしていることが分かった。 
 
３．試行運用の実施 
 
 ２．の調査結果を基に、徳島県の複数の市町村の地域協議会において、メールを活用した情報共有の試行
運用を行い、その有効性を検証した。具体的には、地域協議会から構成員へのメールによる情報共有を 2022
年８月から 10月の間に定期的に行った（図 16）。 

図 16 地域協議会における情報共有のイメージ 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

３-1．藍住町 
（１）試行運用概要 

構成員・構成団体数 1３ 
共有頻度 月に４～５回程度 

共有内容 
消費生活相談受付状況及び消費者トラブルに関する注意喚起情報等
（図 17） 

    
（２）試行運用結果 
実施期間終了後、藍住町の地域協議会事務局（以下、「藍住町事務局」とする）や構成員・構成団体に

対して、事後アンケート調査を行った。 
 

① 藍住町事務局からの回答 
メールでの情報共有自体については、特段負担は重くないようであった。一方、月に４～５回程度という共有

の頻度は多く、月に２～３回程度が適切だと回答があった。その他には以下のような意見があった。 
・楽に共有できてよかった 
・業務の効率化につながった 
・構成員・構成団体の意識が高まるため今度も続けたい 

 
② 構成員・構成団体からの回答 
藍住町事務局からのメールでの情報共有について、以下のような点でメリットを感じていた。 
・内容の確認がしやすかった 
・組織内の人に共有しやすかった 
・すぐに内容を見返すことができた 
今後の定期的な情報共有がメールで行われることについては、大半の構成員・構成団体が肯定的な意見であ

る一方で、パソコンやスマートフォンを所持していない者のいる構成員・構成団体については否定的であった。また、
他の地方公共団体における取組や、消費者トラブルの種類ごとの被害に遭いやすい主な年齢層を知りたい、とい
った意見等があった。 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

 

図 17  藍住町から構成員・構成団体への共有内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

  

ⅰ とくしま消費者交流ひろばﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ(徳島県発行)  

ⅲ 見守り新鮮情報(国民生活ｾﾝﾀｰ発行)(例)  

ⅱ 注意喚起資料(国民生活ｾﾝﾀｰ発行)  
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

３-2．佐那河内村 
（１）試行運用概要 

構成員・構成団体数 ８ 
共有頻度 月に１回程度 

共有内容 
消費生活相談受付状況及び消費者トラブルに関する注意喚起情報等
（図 18） 

 
 （２）試行運用結果 
実施期間終了後、佐那河内村の地域協議会事務局（以下、「佐那河内村事務局」とする）や構成員・構

成団体に対して、事後アンケート調査を行った。 
 

① 佐那河内村事務局からの回答 
メールでの情報共有自体については、特段負担は重くなく、月１回の共有頻度も丁度良いとの回答であった。

その他には以下のような意見があった。 
・構成員の世代等によってはペーパーレスの気軽さや経費負担でのメリットはあると感じた 
・郵送の方が料金はかかるが、村の実態には合っており、多くの情報が共有できると感じた 

 
② 構成員・構成団体からの回答 
佐那河内村事務局からのメールでの情報共有について、以下のような点でメリットを感じていた。 
・内容の確認がしやすい 
・紛失の恐れがない 
・分かりやすくまとめられていた 
・情報が早い 

一方で、今後の定期的な情報共有がメールで行われることについては、スマートフォンを所持していない、また情
報共有の手段としては活用しにくい等の理由により、約半数の構成員・構成団体が否定的であった。 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

 
 
 
 
 

 

図 18 佐那河内村から構成員・構成団体への共有内容 

ⅰ 消費生活相談受付状況について（徳島市発行） 
 

 

ⅱ くらしの広場（徳島市発行） 
 

 

ⅲ 見守り新鮮情報(国民生活ｾﾝﾀｰ発行）
 

 
 



 

18 
 

見守り現場での情報共有の在り方の検討 

３-3．阿南市、那賀町、牟岐町、美波町、海陽町（阿南市消費生活センターの広域連携） 
 

那賀町、牟岐町、美波町、海陽町（以下、「４町」という。）は、阿南市との広域連携により、阿南市に消
費生活センター（以下、「阿南市消費生活センター」とする）を設置している。本試行運用においては、阿南市
消費生活センターから４町の地域協議会事務局、また、４町の地域協議会事務局から各町地域協議会構成
員・構成団体への定期的な情報共有について、試行運用を行うこととした。 
 
（１）試行運用概要 

構成員・構成団体数 那賀町︓８、 牟岐町︓９、 美波町︓12、 海陽町︓９ 
共有頻度 月に１回程度 

共有内容 
消費生活相談受付状況及び消費者トラブルに関する注意喚起情報等 
（図 19） 

※１ 美波町は各構成員・構成団体への情報共有方法の検討に調整を要したため、未実施。 
    ※２ 図 19 に加え、牟岐町では図 20（１）、海陽町では図 20（２）をそれぞれ共有していた。 
 
（２）試行運用結果 
実施期間終了後、本試行運用を実施した阿南市（以下、「阿南市事務局」とする）及び那賀町、牟岐町、

海陽町の地域協議会事務局（以下、「３町事務局」とする）、また、那賀町、牟岐町、海陽町の各地域協議
会構成員・構成団体（以下、「３町構成員・構成団体」とする）に対して、事後アンケート調査を行った｡ 

 
① 阿南市事務局からの回答 
メールでの情報共有自体については、特段負担は重くなく、月１回の共有頻度も丁度良いとの回答であった。

その他には「気軽に連絡を取れるようになった」という意見があった。 
 

② ３町事務局からの回答 
メールでの情報共有自体については、特段負担は重くなく、月１回の共有頻度も丁度良いとの回答であった。

その他には以下のような意見があった。 
・ほとんど編集することなく構成員・構成団体に共有できる 
・隣接する町の傾向を知ることができて良かった 
・町内や隣接する町の消費者トラブルに関する情報を知ることができ、予防につながると思う 
・構成員・構成団体に対して定期的な情報共有ができ、見守りに対する意識の向上につながると思う 

 
③ ３町構成員・構成団体からの回答 

3町事務局からのメールでの情報共有について、以下のような点でメリットを感じていた。 
・内容が確認しやすい 
・組織内で共有しやすい 
・紛失の恐れがない 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

・知識が増え、住民宅を訪問する際に気を付けて見るようになった 
一方で、今後の定期的な情報共有がメールで行われることについては、パソコンやスマートフォンへのセキュリティ

上の不安や、操作に不慣れなこと等の理由により、約３割の構成員・構成団体が否定的であった。 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

 

 

 
 

消費生活センターに寄せられた相談件数や内容を取りまとめた月報（阿南市発行） 

図 19 阿南市から４町への共有内容 

●消費生活センターに寄せられた相談件数や内容を取りまとめた月報（阿南市発行） 
内容︓消費生活相談受付状況について 

阿南市消費生活センター受付件数 
相談概要 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

 
図 20（１） 牟岐町から構成員・構成団体への共有内容 

 

消費者トラブル啓発資料（徳島県発行） 

見守り新鮮情報（国民生活センター発行） 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

 

   
 

３-4．試験運用の結果のまとめ 
情報共有の頻度としては、地域協議会と構成員の双方から「１か月に１回程度が適切である」という意見が

多かった。また、地域協議会事務局からは業務の効率化の観点から、構成員・構成団体からは内容の確認のし
やすさや、組織内での共有のしやすさという観点から肯定的な意見も多くあった。 
 一方で、構成員の年齢層が高いことや、情報を受け取る媒体としてパソコンやスマートフォンといった電子機器を
使用することへの抵抗感等が理由で、メールを活用することに否定的な意見も一定数あった。 
その他に、構成員・構成団体の回答から、見守り活動において必要な情報を得られるようになったことによる意

識の向上や、地域協議会事務局との関係性の向上につながったことがうかがえた。  

高齢者とそのまわりの方に気を付けてほしい消費者トラブル 
最新 10選（国民生活センター発行） 

見守りチェックリスト 
（国民生活センター発行） 

図 20（２） 海陽町から構成員・構成団体への共有内容 
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見守り現場での情報共有の在り方の検討 

 
４．まとめ 

 
多くの地方公共団体において、消費者部局職員は消費者行政以外の業務も兼任しており、消費者行政の

業務に充てられる時間は限られているため、業務の効率化という観点からも、情報共有の手段としてメールを活用
することは有意義であったと考えられる。 
さらに、主に１か月に１回程度の定期的な情報共有を行った結果、構成員・構成団体の見守り活動に対す

る意識や、地域協議会事務局と構成員・構成団体間の関係性の向上に寄与しただけなく、消費生活センターへ
の相談件数が以前よりも増えたと実感している地域協議会もあった。 
その一方で、構成員・構成団体の組織内での情報共有については、各組織の業態、職員の年齢層やパソコ

ンやスマートフォン等の電子媒体の活用状況によって、その利便性や有用性は異なることが分かった。そのため、地
域協議会事務局が構成員・構成団体に対してメールで情報共有する際には、郵送や回覧板等のメール以外で
の情報共有もできるような配慮も必要だと示唆された。 
見守り活動に必要な情報を、全ての構成員・構成団体の方まで行き届かせるためには、地域協議会設置後、

地域協議会事務局を含めた構成員・構成団体同士の関係性をより密なものにすることが重要である。今後、各
地域協議会においては、本プロジェクトを参考としつつ、地域協議会の規模や地域の実情に合わせて、メールを含
めた情報共有の在り方を検討し、地域協議会内の情報連携の強化につなげていただきたい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


